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Ⅰ．はじめに
　老人保健施設（老健）では，病院，療養型医療施設，
介護老人福祉施設，在宅等に対する中間的な施設とし
て，「入所あるいは通所サービス利用者（利用者）」の多
様なケアニーズに対し，医療・看護・介護・維持期リハ
ビリテーションの包括的なケアを行う。国が在宅ケア資
源の拡充を推進する中で，各地域で「在宅復帰支援・在
宅生活支援（在宅支援）」の機能を担っており，その機
能の発揮が期待されている。しかし，入所元・退所先
ともに，医療機関が2003年の43.5％から2007年の53.5％
へ・38.5％から45.3％へと増加傾向にある一方，老健か
ら在宅への退所率は， 39.2％から31.0％へと減少傾向に
あり，在宅支援機能の発揮が弱化しつつある１）, ２）。
　こうした実態には，老健入所者の医療ニーズの増大に
対して病院の平均在院日数の短縮化，在宅医療提供の量
的・質的な未充足，少子化に伴う家族介護者数の減少や
家族介護者の高齢化，あるいは介護老人福祉施設の不足
等の利用者・家族・ケア資源の状況が相互に影響しなが
ら，関連していることが予測される。たとえば，老健を
含めた在宅ケア資源が量的・質的に未充足な状況，ある
いは家族介護者の介護力不足の状況では，利用者のケア
ニーズに適時，適切なケアを提供しがたく，利用者の健
康状態の悪化，あるいは家族の介護負担の増大が生じ
て，在宅生活の継続が困難になり，老健と医療機関の入
退所を繰り返すことが予測される。
　このように，老健の在宅支援機能には，各老健の在宅
支援の内容と方法，および利用者・家族・地域における
他のケア資源の状況が関連し，利用者・家族・他のケア
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　本研究の目的は，老人保健施設の在宅支援機能と関連する因子および取り組みに関する文献検討を行い，在宅支援機能を
高めるための研究課題を明らかにすることである。
　データベースは医学中央雑誌，検索期間は1987－2010年，検索語は「老人保健施設×（在宅復帰，家庭復帰，在宅支援，
家庭×退所等）」，論文の種類は原著論文，総説，解説とした。関連する要因に関し，11文献を抽出した。入所者・家族，
老人保健施設，地域各々の特性および在宅サービスの利用に関して検討しており，複数の報告に見られた在宅復帰の促進要
因は，入所元が家庭である，移動能力あるいはADLが高い，認知症が重度ではない，子供との同居，入所期間が相対的に
短いこと，定期的短期入所の利用であった。
　一方，施設の取り組みに関する文献は６件，うち５件は2000年代の報告であった。施設の在宅復帰率は50－80％と比較的
高く，共通して施設の方針として在宅支援を明示し，在宅支援の取り組みとして，家族との信頼関係・協力，チームケアを
あげ，家族とのきめ細かいコミュニケーション，多職種のケア目標や利用者の状況変化の共有，さらに在宅サービスとの連
携による円滑な在宅移行に取り組んでいた。
　以上の結果から，利用者の身体・精神的状態を整えることと適切な入所期間との両立が期待され，家族および老健内外の
多職種連携による在宅支援方法に関する検討が必要と考えられた。
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資源の状況に即した老健の在宅支援の内容と方法によっ
て，老健の在宅支援機能を発揮しうると考えられる。し
たがって，老健の在宅支援機能を高めるためには，老健
の在宅支援機能と関連する因子を包括的にとらえる必要
がある。しかし，そうした報告はあまりみられない。
　そこで今回，｢老健の在宅支援機能と関連する因子（在
宅支援の関連因子）｣および｢在宅支援機能に関する老健
の取り組み（在宅支援の取り組み）｣を明らかにするため
に文献検討を行い，老健が在宅支援機能をより高めるた
めに必要な研究課題を考察した。本稿では，各文献にお
ける在宅復帰，在宅退所，家庭退所，家庭復帰等の用語
に対し，同義性を確認して，「在宅復帰」を用いた。
Ⅱ．対象文献の抽出および文献検討の方法
１．対象文献の抽出 
　データベースは医学中央雑誌，検索期間は老健の創設
された1987－2010年（2011年２月検索）とした。検索語
は「老人保健施設」×（「在宅復帰」，「家庭復帰」，「在宅
支援」，「家庭」×「退所」，「退所先」），文献の種類は原著
論文（症例報告を除く），総説，および実践報告に該当
する文献を抽出するために解説とした。文献の抽出は，
抄録，あるいは抄録が未公開の場合は題目をもとに，候
補文献を入手して全文を読み，目的が在宅支援の関連因
子の検討である，あるいは在宅支援の取り組みの内容と
結果を明示していることを条件として行った。
　在宅支援の関連因子に関し，23の候補文献のうち，退
所先と因子との関連が明示されていない，分析対象に短
期入所者を含む，データ源となる利用者の記録が明示さ
れていない，あるいは介護保険制度・介護報酬改定や在
宅サービスの新設等により在宅支援に影響が想定される
ことから，データ収集の時点が明記されていない12文献
を除き，11文献を抽出した。
　在宅支援の取り組みに関しては，33候補文献のうち，
取り組み内容に対してデータをもとに結果を明示してい
ない等の27文献を除き，６文献を抽出した。
　海外の文献に関しては，データベースとして
MEDLINE，CINAHL，検索期間を1987－2010年，key 
wordsを elderly&home& （health facility， care facility，また
は intermediate care facility）として検索した結果，各々
150，128，７文献を得た。しかし，病院と施設間 ,また
は施設間の移行に関する内容が主であり，施設から在宅
移行に関する文献は日本人研究者による６文献（発行年
1992－1999年）であった。６文献のうち５文献について
は日本国内雑誌として検討ずみであった。他の１文献は
海外の学会における発表論文であったが，日本国内雑誌
に掲載された論文と，調査対象期間は異なるものの，対
象施設，分析方法が同一であり，結果がほぼ同じであっ
た。したがって，海外の文献検討をもとに関連因子に関
する新たな知見を得ることは困難と判断し，今回は海外
の文献検討を省いた。
２．文献検討の方法
　老健が位置する地域の特性，設置主体あるいは併設の
ケアサービスにより，利用者の特性が異なり，老健に期
待される機能と在宅支援の内容が異なる可能性がある。
そこで，在宅支援の関連因子に関する文献検討では，研
究目的に加え，データ収集期間，地域特性，対象施設の
特性，分析対象，研究方法，および調査項目と関連因子
に関して作表し，どのような研究方法にもとづく関連因
子であるかを示した。データ収集期間に関し，老健の在
宅支援の状況は制度等の改正にともない，時点により異
なるため，記録調査では，調査対象記録が記述された期
間をデータ収集期間として抽出した。調査項目は，各文
献に記述された調査項目を入所者，家族介護者，老健，
在宅サービスの利用および地域に分類し，さらに内容の
類似性・相違性をもとに下位分類し，命名した。　
　在宅支援の取り組みに関する文献検討では，実践者の
立場により，取り組みの内容が異なることが想定される
ことから，筆頭著者の職種，地域，施設の特性，在宅支
援の方針，在宅支援の取り組み，および在宅支援機能の
一指標として在宅復帰率に関し，作表した。老健の名称
が記述されているが設置主体の位置する地域および特性，
提供するサービス等の記述がなかった場合，表中に記述
なしであることを明記し，当該老健のホームページをも
とに（　）内に補足した。これら２つの一覧表をもとに，
在宅支援の関連因子および取り組みを比較分析し，老健
の在宅支援機能の強化に向けた研究課題を考察した。
Ⅲ．在宅支援の関連因子に関する文献検討の結果
　まず対象文献における在宅支援の関連因子に関する研
究方法を示し，次いで，そうした研究の限界のもとでこ
れまでに明らかにされた在宅支援の関連因子を示す。
１．在宅支援の関連因子に関する研究方法（表１）
【目的】11文献のうち１文献は11）２つの目的に対する調
査を含んでいたため，個別の調査とみなし，12件の調査
について検討した。以下の件数は調査件数を示す。目的
は大きく老健における在宅支援の状況を規定する利用
者・家族の特性３）～11）あるいは老健の特性11）～13）を明ら
かにすることに分類された。さらに，老健の特性に関し
て，職員体制，地域環境あるいは利用者の特性等のケア
の構造的側面からみた類型化11）, 12），あるいは看護管理者
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の役割・実践というケアの過程的側面に着目した研究13）
が2000年以降，報告されていた。２件は11）, 12），在宅ある
いは病院との間を往復する利用者に着目していた。これ
らの目的の変化は，老健の機能分化にともなう，実態の
記述研究の進展と考えられた。
【データ収集期間，地域および対象施設の特性】介護保
険制度導入年の2000年以降３件10）, 12）, 13），1990年代以前
10件３）～９）, 11）であった。地域特性について８件が記述
しており，大都市近郊４件３）, ７）, ８）, 11），農村地域１件４），
全国３件11）～13）であり，４件５）, ６）, ９）, 10）は，施設名，所
在地または地方のみ記述されていた。調査対象施設数は
１施設８件３）～７）, ９）～11），３施設１件８），1,000施設以上
３件11）～13）であった。３施設における検討は地域あるい
は施設間の比較ではなく，３施設の入所者を合わせて分
析対象者としていた。そこで１および３施設の結果を合
わせてみると，東北地方以北の寒冷地の施設はなかった
が，関東・関西・九州地方の施設を含み，設置主体で
は，医療法人・社会福祉法人・自治体立を含み，併設
サービスでは，病院併設・独立型，および併設在宅ケア
サービスの有・無を含んでいた。また定員は62－147人
と小規模施設から大規模施設を含み，在宅復帰率は19－
87％と広範囲であった。このように対象施設の特性が多
様であったことから，特定の類型の老健というよりも，
より一般的な老健における在宅支援の関連因子を示す結
果とみなせた。在宅支援の方針あるいは方法について４
件５）, ６）, ９）, 11）に記述され，定期的短期入所の利用９）, 11），
リハビリテーション（リハ）職・介護職の協働による
Activities of Daily Living （ADL）改善５）, ９），入所期間の
限定６）であった。
　これら12件の報告後，2009年に老健のターミナルケア
加算が評価された等，在宅支援に関する入所者・家族，
あるいは地域のケアニーズおよび関連因子が変化してい
目的 デ ー タ収集期間 地域
調査対象施設の特性
分析対象 調査方法 分析方法
文献
対　象
施設数
設置主体・
併設ケアサービス
入所定員
（人）
在宅支援の方針
および方法　　
在　宅
復帰率
入所者の在
宅復帰に関
連する利用
者・家族の
特性
87-91 大都市近
郊
（千葉市）
1 社会福祉法人・
特養併設
100 － 37.5 退所者全員（短期入所
を除く）389人
記録調査 入所記録による入所者の特性
に関しMLAにより退所先間
（家庭と病院，特養・老健）比
較
3
88-90 農村地域
（長野Ｓ
市）
1 －・一般病院
併設
62 － 53.1 調査期間に退所した者
（短期入所を除く）190
人と家族（主要介護者）
記録調査・郵送
調査
入所記録による入所者，郵送
調査による家族の特性をMLA
により退所先間（家庭と病院，
家庭と施設）比較
4
92-93 － 1 － 一般棟50，
痴呆棟50
１）訓練士・介護
福祉士等が「でき
るADL」を日常動
作として実施，
２）常勤MSW３人
による相談を重視
－ 退所者152人のうち，病
状悪化により入院した
50例を除いた102人
入所者の身体・
認知機能評価，
家族介護者機能
評価
入所者・家族の特性を数量化
Ⅱ類により家庭復帰群・非家
庭復帰群比較
5
94-95 大阪府
Ｓ市
1 自治体 － 入所期間を基本的
に約４か月に限定
70.0 全入所者（短期入所除
く，1995年11月までに
全員退所）290人のうち
退所先不明５人を除く
285人
入所者の身体・
精神機能評価
PTまたはOTが入所者の身
体・精神状態，介護者の特性
について，判別分析による「家
庭」「家庭以外」比較
6
88-96 大都市近
郊
（京都市）
1 独立型 147 － 29.0 全退所者（短期入所除
く）665人
記録調査 入所記録による入所者の特性
を分散分析等により退所先
（家庭，医療機関，特養・老健）
比較
7
97 大都市近
郊
（Ｔ市）
３
（全数）
－ － － 29.4
（20-
64）
入所者238人のうち204
人の家族およびケース
ワーカー
質問紙調査 入所者とその家族を対象に調
査・さらに６ヵ月後の退所の
転帰を調査
8
99 神奈川県
大和市南
部
1 医 療 法 人・ 病
院，訪問看護ス
テーション併設
83 １）定期的短期入
所の積極的な導
入，
２）PT中心に週５
日の個別運動療法
やグループ訓練を
実施
87.4
（全国
46.8）
１カ月以上半年未満の
退所者50人（復帰群），
半年以上入所した退所
者・１カ月以上入所し
病院や他の社会福祉施
設への退所者50人（困
難群）計100人
記録調査，PT・
OT・ケアワーカ
への聴取調査
身体・精神機能，家族の状況，
社会サービスの利用等の13項
目について，分割表分析，分
散分析により復帰群・困難群
の違いを分析
9
00-02 －（大阪
府 守 口
市）
1 健康保険組合
立・病院併設
100 － 19.0 入所者全員368人 記録調査 看護師５名がカルテをもとに
入所者，家族の状況を調査し，
MLAにより退所先２群（自
宅・自宅外退所）間比較
10
97 大都市
（京都市
中心部）
1 訪問医療，デイ
ケア，訪問看護
ステーション
－ 家庭と老健を行き
来する「往復型老
健」として在宅支
援
84
（全国
46.8）
入所者延べ652人，
実人数325人，
デイケア利用者133人，
訪問看護利用者56人
記録調査 分析対象者の特性（入退所経
路，ADL・痴呆，居住地，併
設サービス等の利用実態）に
ついて，家庭往復者とそれ以
外の入所者を比較
11
「往 復 型 老
健」の意義・
将来性
98 全国 2,042 － － － － 1227施設（回収率61％） 郵送質問紙調査 施設概要・利用者特性６項目
をもとにクラスタ分析により
在宅支援の観点から施設を類
型化
11
在宅への退
所者が多い
施設と利用
者の特性
03-04 全国 1,000 医療法人68.8％，
社会福祉法人
18.2 ％，
その他12.6 ％
80未満25 ％，
80以上100未満
29％，
100以上46 ％
入 所 期 間 の 方
針：特に規定なし
52.5 ％，
３カ月以内18.8％，
６か月以内27.8 ％
31 回答施設355（回収率
35.5 ％）のうち有効回
答施設324
郵送質問紙調査 １．｢年間の在宅復帰者数 /入
所定員｣を従属変数とした重
回帰分析により，職員体制・
施設環境・施設方針の特徴を
分析，
２．在宅との往復・病院との
往復利用者の特性を分析
12
在宅支援と
関連する看
護管理者の
役割認識・
実践
00 全国 1,000 医療法人65.8％，
社会福祉法人
15.0 ％
－ － － 回答した看護管理者（当
該老健で最も職の高い
看護職者）284人（回収
率28.4 ％）のうち有効
回答276人
郵送質問紙調査 看護管理者からみた看護の役
割機能と施設の看護実践につ
いて，平均入所期間・家庭復
帰率の大小との関連をχ2検定
13
　　　　　　　　　　　　―：記述なし　　　　　　　MLA：Ｍultiple Logistic Analysis（多重ロジスティック分析）
表１　老人保健施設の在宅支援機能と関連する因子に関する研究方法
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る可能性があるが，2005年以降のデータ収集期間はみら
れず，その実態がまだ明らかにされていなかった。
【 分 析 対 象 】 入所者に関し，調査期間内の退所
者３）～５）, ７），入所者６）, ８）, 10）, 11） あるいは一定期間以上の長
期入所者９）を対象としていた。入所者の回転効率がよ
く４），入所機会の均等化を図る６）という老健の有効な
活用の観点からみると，長期入所者の増加は老健の在宅
支援機能を妨げることから問題とされ，分析対象とされ
ていた。
【研究方法】研究デザインは横断的記述相関研究11
件３）～７）, ９）～13），縦断パネル研究１件８）であった。調査
方法は入所記録等の記録調査３）～７）, ９）～11），家族に対する
質問紙調査４）, ８），施設に対する質問紙調査11）～13）であっ
た。分析方法は，退所先を家庭，病院，福祉施設（特
養，他の老健等）に分類して在宅復帰・非復帰と各調査
項目との関連性を分析したのち，在宅復帰・非復帰を従
属変数，入所者・家族の特性を独立変数として，多重ロ
ジスティック回帰分析３）, ４）, 10），数量化理論Ⅱ類５），判別
分析６）を行い，あるいは年間の在宅復帰者数／入所定
員を従属変数として重回帰分析12）を行い，線型モデル
で関連因子を導いていた。老健の類型化では，老健の入
所者の特性を表す項目を用いてクラスタ分析を行い，入
所者の特性に関する定性的な分析により，各類型の特徴
を記述していた11）。
　入所者のADL，認知症の周辺症状あるいは身体・精
神状態の変化により，家族介護者の在宅介護への意向が
変化すると考えられるが，家族の退所先の意向と入所者
の退所先の関連に関する縦断パネル研究８）以外はすべ
て横断調査であり，入所による入所者・家族の状況の変
化を前提とした検討はみられなかった。したがって，導
かれた因子と退所先の因果関係については明らかではな
く，結果として退所先との関連がみられた因子も含まれ
ている。石崎は４），今後，前向き調査が必要と考察して
いた。
２．調査項目および在宅支援の関連因子（表２）
【調査項目】入所者に関しては９項目に分類され，入所
元，ADL，認知症のレベル，老健の利用状態について比
較的多く検討していた。一方，入所者本人の退所への意
向，あるいは在宅と老健の移行にともなう入所者の身体・
精神・社会的健康への影響等の検討は比較的少なかった。
こうした結果は，在宅支援の関連因子が，主に入所者の
要介護状態に対するケア提供という観点から検討されて
きたことを示し，在宅生活において期待される入所者の
生活意欲，日常生活行動あるいは健康状態という観点か
分類 下位分類 調査項目 文献 促進方向から記述した関連因子 文献
入所者 入所元 入所元・退所先 3，4，6-12 自宅からの入所者 3，5，6-8，12
ADL ADL（厚生省，Barthel Index)，歩行・食事・排泄・入浴・更衣の生活機能 3-11 高いADL 3，9
移動能力高い・身の回りの世話ほぼ自立 4，6
認知症のレベル 柄澤による老人知能の臨床的判断基準，痴呆性老人自立度，かなひろいテスト・
ミニメンタルステートテストMMS；知力障害の有無，
3-5，6-11 痴呆が重度でない 5，9，10
問題行動の有無 5，6
身体・精神的健
康状態
疾患の有無，主要疾患，脳血管障害後遺症，定期的投薬，通院の有無 8-10
抑うつ度：Zung自己評価式抑うつ性尺度，主観的幸福感：PGCモラルスケール 6
要介護度 要介護度 10
老健利用状態 利用日数，入所期間 3-5，7，9-11 特養等群に比べて入所期間が短い 3-5，7
老健への入所回数 8，11
入所ケアニーズ 入所理由，入所継続理由 8
機能訓練実施状況，入所待ちの状況 11
入所に至る受傷から入所までの期間 9
居住環境 住宅，老人の個室の有無，居住地 4，8 居住環境にゆとりがある 4
家族介
護者
家族構成 配偶者有無・家族構成・世帯構成・同居家族・家族数 4，6，8-10 家族数・子供との同居，昼独居でない 4-6，9，10
家族機能 家族の機能（MSWが３段階評価，良い・普通・問題あり），家族の面会状態 5
費用の支払い，経済状態 4，8 利用者が老健費用負担 8
主介護者の続柄 キーパーソン，主たる介護者の有無と続柄， 5，6，8-10 体調の良い家族介護者の存在 4
介護者の年齢 5，8
利用者―主要介護者間の人間関係 4
介護能力 介護者の能力（MSWが３段階評価，良い・普通・問題あり）， 5
家族親族によるソーシャルサポート 4 家族親族のソーシャルサポートあり 4
介護の実態 介護内容と認識：入所前の介護，退所先を老人と相談，介護負担 8 退所先を老人と相談 8
介護者の介護に
関する意向
希望する退所先，希望入所期間 5，8 家族が在宅復帰希望 5
家族の介護意思，介護意欲 9 主たる介護者がいる・介護意欲高い 9
老健 施設属性 開設主体，開設年，入所定員，併設関連施設，延床面積，療養室数 11，12 在宅からの入所割合高い 12
職員体制 リハ職人数，常勤換算職員数，在所者数，施設長勤続年数，職員構成，勤務体制，
介護単位，生活単位
11，12
運営方針 運営方針・入所期間の方針 11，12
入所者の特性 施設内平均要介護度，再入所者の割合，デイケア利用者のうち入所経験有りの者，
痴呆対応
11
看護管理者の役
割認識と実践
看護の役割機能と看護実践52項目 13 施設外他職種と連携，介護職員への教育・指導
的関わり・介護職が働きやすい環境調整実施
13
在宅
サービ
ス利用
在宅サービス利
用
利用している社会資源 9
デイサービス，デイケア，ヘルパー，ショートステイ，ロングステイ，訪問看護 8，9，11 定期的ショートステイの利用，併設在宅サービ
スを積極的に活用
9，11
地域 地域特性 可住地人口密度，特養定員率（施設が属する老人保健福祉圏域内における高齢者
人口10万人あたりの特養の定員数），老健定員率（同老健の定員数），在宅サービ
ス（ショートステイ，デイサービス，訪問看護等）の利用率
11 可住地人口密度8000人 /㎢以上の市町村に立
地，大都市部・在宅ケアの整備された地域，特
養定員率・老健定員率が相対的に低い，在宅
サービスの利用率が高い
11
表２　老人保健施設の在宅支援機能に関する調査項目及び在宅支援機能と関連する因子
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らは，比較的検討が少なかったことを示している。
　家族介護者に関しては６項目に分類され，主に家族構
成，主介護者と入所者の続柄，介護への意向について検
討していた。一方，家族の介護負担が介護自体あるいは
介護者の生活の制約か14）, 15）等により，老健の在宅支援
方法が異なると予測できるが，家族介護者の負担感ある
いは肯定感の内容に関する検討はみられなかった。
　老健に関しては，設置主体・定員，職員体制，運営方
針等の構造的側面11）, 12），看護管理者の役割認識・実践と
いった機能的側面13）であった。一方，在宅支援におけ
る施設内の連携の実態に関する文献はみられなかった。
　在宅サービスの利用に関しては，在宅サービスの利
用・介護保険に関する知識との関連性８）, ９）, 11）が検討さ
れていた。一方，そうした在宅サービスとの施設外連携
の実態を記述および検討した文献はみられなかった。
　地域に関しては，老健の在宅支援を地域の施設・在宅
ケア資源の一環として位置づけ，人口密度・大都市，高
齢者人口に対する特養や老健の定員率，在宅サービスの
利用率と老健の入所者特性との関連を検討していた11）。
【在宅支援の関連因子】在宅支援を促す方向から関
連因子を示すと，入所者について，複数の報告に見
られた在宅支援の関連因子は，入所元が家庭であ
る３）, ５）, ６）～８）, 12），移動能力等のADLが高い３）, ４）, ６）, ９），
認知症が重度ではない５）, ９）, 10），老健の入所期間が相対
的に短いこと３）～５）, ７）であった。入所期間に関し ,入所
期限を設定している老健を対象とした報告では因子とし
て抽出されず６），介護者の続柄により異なる９）という交
互作用がみられた。特養等の施設への退所よりも入所期
間が短いことの一因として，家族の退所先の意向と実際
の退所先には違いがみられ，入所中に家族の退所先の意
向が変化しうること８），また施設への退所を家族が意思
決定するまでに時間を要することを考察していた３）, ４）。
　家族については，子供との同居・昼独居でない等の家
族構成４）～６）, ９）, 10），家族が在宅復帰希望５）・主介護者の
存在と高い意欲９）という介護者の介護に関する意向で
あった。
　老健については，在宅からの入所者割合が高い12），看
護管理者が施設外との連携・介護職員の教育と環境調整
を行っていること13）であった。入所期限の方針の有無，
居宅介護支援事業所の併設の有無および介護支援専門員
数が在宅復帰率と関連していたが，入所元を加えた重回
帰分析の結果，居宅介護支援事業所の併設の有無および
介護支援専門員数との関連は消失した12）。この結果に対
し，入所期限の方針の有無は入所元と強く関連すると考
えられることから，施設の体制や主体的な取り組みより
も入所者の特性が強く影響すると考察されていた12）。
　在宅支援を促す関連因子としての在宅サービス利用
は，定期的短期入所等の利用９）, 11）であった。
　地域に関しては，老健の利用特性に関する６項目（家
庭からの入所者・退所者の割合，再入所者の割合，入所
経験のあるデイケア入所者の割合，６か月以上の入所者
の割合等）をもとに類型化すると，病院から入所し家庭
へ退所する通過型，他機関から入所し他機関に退所する
滞在型，および家庭との往復型の老健の機能分化がみら
れた11）。さらに，往復型老健のうち，在宅への移行と最
も関連する類型の存在する地域特性として，可住地人口
密度が8,000人 /㎢以上，特養・老健定員率が相対的に低
い，大都市部あるいは在宅ケアの整備された地域であっ
た11）。これらの地域特性は，長期入所者の多い施設と対
照的であり，地域特性が老健の在宅支援の強い関連因子
であることを明らかにしていた11）。
　以上の関連因子をみると，入所者について入所元が家
庭であることは，老健について在宅からの入所者割合が
高いこと，在宅サービスの利用について定期的短期入所
の利用と一貫していた。この背景として，病院や他の施
設からの入所者に比べて，家庭からの入所者では，医療
ニーズ，ADL・認知症のレベルと家族の介護力および
在宅サービスの利用が，入所前まで一定の範囲で均衡し
ていた可能性があり，在宅への退所の可能性がより高い
ことが考えられる。
Ⅳ．在宅支援の取り組みに関する文献検討結果（表３）
　抽出した６文献のうち５件16）～20）は2003年以降2010年
までに報告され，1990年代は１文献21）であった。2000
年の介護保険制度導入に伴い，入所期間による報酬逓減
が撤廃された後の取り組みが比較的多くみられた。地
域は北海道16），関東18）, 20），中部17），関西21），九州19）であ
り偏在はみられなかった。地域特性として都市部21）と
ともに，寒冷地16），高齢化率が高く社会資源の乏しい
離島19）が含まれた。設置主体は医療法人16）～20），自治体
立21）であり，４老健16）～19）は在宅サービスとして，通所
リハ，訪問介護，在宅介護支援センター，居宅介護支援
事業所等在宅ケアを提供しており，独立型老健21）では
地域との連携を重視していた。在宅復帰率は約50－90％
であり，全国平均より高い老健であった。在宅支援の促
進因子を充足していない地域においても，在宅サービス
との連携を図りながら取り組んでいた。報告者は，理学
療法士（PT）・ 作業療法士（OT） ４人16）, 18）, 19）, 21），支援
相談員１人20），介護支援専門員・看護管理者１人17）で
あった。５文献16）, 17）, 19）～21）では，老健の方針として在
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宅支援を明示しており，在宅支援の方針として，｢利用
者をチームリーダとして16）｣「老人の要望を優先しつつ19）」
「利用者の自立支援，QOL向上を基本方針とする21）」と
いう利用者中心，あるいは自立支援17）, 21）を明示していた。
　各老健における在宅支援の取り組みを類似性・相違
性をもとに分類した結果，家族との信頼関係の構築・
協力18）～21），チームケアの実施16）, 17）, 20）, 21），多職種のケア
目標や入所者の状況の共有16）～20），ケア目標に向けた協
働16）～18）, 20）, 21），モニタリング・ケア目標の見直し16）～18），
在宅ケアとの連携17）～21）であった。　
　具体的には，家族が入所者の状態を理解するための
機会の提供および家族の意向も反映したケア18），家族の
ケアへの参加20），定期的なカンファレンスへの居宅の介
護支援専門員の参加17）等により，在宅生活の状況に即
したケアを行っていた。また，全職種がカンファレン
ス16）～18, ）21）や共通のアセスメントシステム20）を活用し
て，入所者のADL向上16）, 18）, 19）, 21）や家族関係の調整19）
に取り組み，在宅生活に向けた支援ニーズを随時見直
し16）～18），各職種の役割遂行17）, 20）に取り組んでいた。
　今回，リハ職の報告が６件中４件16）, 18）, 19）, 21）みられ，
リハ職の在宅支援における役割認識と行動が示されてい
た。入所者数に対するリハ職の配置基準や介護報酬算定
要件等から，在宅復帰をめざす入所者支援の限界があ
る中で，リハ職が国の配置基準より多く，かつPT・OT
両職種が配置され16）, 18）, 21），さらに看護・介護職との協
働により，生活リハに取り組んでいた。　
　一方，看護管理者の報告17）は介護支援専門員の役割
に関する内容であり，看護職による入所者の健康管理あ
るいは退所における医療職との連携等に関する役割行動
に関する報告はみられなかった。
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の方向性を検討
外出や外泊で生
じたニーズを含
めて毎月モニタ
リングを行い，
カンファレンス
実施。サービス
計画書の修正
毎月のカンファ
レンスに居宅介
護支援専門員が
必ず出席し，生
活目標の共有や
情報交換
2003年度
22 ％－
2007年度
56 ％に経年
的増加
17
ＰT 2005 1999 立川市 医療法
人
100 44 常勤：
ＰＴ３人，
OT１人，
非常勤：
ST１人，
助手２人
訪問看護，
訪問介護
在， 宅 介
護支援セ
ン タ， 居
宅介護支
援事業所
― 予 後 予 測 の 説
明，全職種と家
族で具体的目標
や方針を設定す
る。家族にリハ
に参加してもら
う等，本人の状
態を把握する機
会を提供する
― 入所後２週間－１
カ月の間に，カン
ファレンスで，リ
ハ職が予後予測を
説明し，全職種と
家族間で具体的目
標や方針を設定す
る。ユニットケア
リハ職・介護職の
協働により，生活
にリハを取り込ん
でいる。家族の意
向をふまえたリハ
プログラムやケア
プランを作成し，
リハスタッフと療
養棟が協力して自
立支援に取り組む
３カ月ごとに定
期カンファレン
スでリハ・ケア
の方針を再検討
退所前訪問の報
告書を必要に応
じて居宅介護支
援 専 門 員 に 提
出。併設の通所
リハ等在宅サー
ビスと連携し，
在宅生活の状態
把握
50 ％程度 18
ＰT 2004 1995 長崎県
離島
―（医
療法
人）
80 ― ― ― 自宅復帰・在宅支
援型の老健として
運営する。老人の
要望を優先しつつ
家族の意向もくむ
在宅生活の問題
への取り組みを
通して家族と信
頼関係を築き，
施設と家族の役
割分担・家族の
できることから
始める
― 入所前・時・直後
か らADL改 善 を
目指すリハ機能と
家族関係の修復を
めざすソーシャル
ワークの連携
― ― 在宅支援機能の
強 化： 短 期 入
所，通所リハ，
在宅診療中心の
クリニック，通
所介護の整備，
訪問介護におけ
る看護師配置
2004年度
93 ％
19
支援
相談
員
2003 1995 三浦市 ―（医
療法
人）
100 なし ― なし 自宅に生活拠点と
いう在宅支援では
なく，家族の介護
力や病態に応じた
在宅の可能性追求
家族がケアの現
場に参加。各職
種が家族と話し
信 頼 関 係 を 築
く。外泊時の問
題に24時間対応
する
利用者中心の家
族を含めたチー
ム ケ ア を 目 指
し，可能な限り
本人も同席して
家族と面談する
各職種共通のアセ
スメントシステム
により，情報を共
有
ケ ア ス タ ッ フ・
OTとともに，栄
養士，看護職，医
事課職員各職種が
ケアに参加してい
る
― 退所時に居宅介
護支援専門員か
かりつけ・医に
情報提供する
1999－2002
年度，65.2－
79.8%（短期
入所含む）
20
OT 1995 1993 都 市
部・大
阪府吹
田市
自治体 100 20 常勤：
ＰＴ２人，
OT１人
なし 利用者の自立支
援・在宅等への通
過施設・Quality of 
Life向上を基本方
針とする
退所前に家族の
準備状況を確認
し退所後の方針
を決定する，系
統 的 な 介 護 知
識：・介護方法
の習得を支援す
る
全職種によるケ
アプラン策定会
議で支援方針を
決定し，ケアプ
ランをもとに職
種の役割分担・
援助内容を明確
化・共有
― 必 要 に 応 じ て，
PT・OT， 看 護・
介護職の協働によ
る個別訓練を行
い，介助方法等に
ついて協力
― 退所前訪問時，
市のケースワー
カー・ホームヘ
ルパー等の地域
関連職種と同行
することが多い
1994年度
71.2 ％（短
期入所除く）
21
　　リハ：リハビリテーション　　　　　　　－：記述なし　　　　　　　　　OT：作業療法士，PT：理学療法士，ST：言語聴覚士　　　　　　　CM：介護支援専門員　　　　
 　　厚生労働省令による配置基準：常勤換算でPT，OT，またはSTを入所者100人に対し１人以上   
表３　老人保健施設における在宅支援の取り組み
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Ⅴ．老健の在宅支援機能の向上に向けた今後の研
究課題
　在宅支援の関連因子および取り組みを比較し，次いで
老健の在宅支援機能の強化に向けた研究課題を述べる。
　表２に示した在宅支援の関連因子のうち，老健の在宅
支援の方針・方法により変化しうるものは，入所元が家
庭である，移動能力等のADLが高い，認知症が重度で
はない，老健の入所期間が相対的に短い，介護者の介護
意欲が高い，施設外他職者と連携する，および在宅サー
ビスの利用を支援することがあげられる。 
　これらの関連因子に関し，全国平均以上に在宅支援機
能を発揮している老健では，多様な地域特性のもとで，
基準以上のリハ職の配置により，移動能力や認知症等の
身体・精神機能の維持や改善に取り組み，さらに看護・
介護職との協働によりADL改善に取り組んでいた。ま
た，家族との信頼関係の構築・協力により介護者の介護
意欲を支持し，施設外他職者との連携，在宅サービスの
利用に主体的に取り組んでいると考えられた（表３）。
こうした結果は，先行研究が報告した関連因子の妥当性
を支持すると考えられる。 
　一方，入所元が家庭であることと入所期間が相対的に
短いことに関しては，在宅復帰を希望する者を中心に受
け入れる，入所期間を限定する等の取り組みが想定でき
るが，今回検討した文献ではみられなかった。入所者・
家族が施設入所に関する意思決定を行うまで，入所期間
が長期化する可能性が高いことから３）, ５）, 11），在宅支援の
要因というよりはむしろ結果である可能性も考えられた。
　しかし，これらの関連因子は，在宅生活の継続を望む
利用者・家族が，随時老健の入所を利用しながら在宅生
活を継続するための支援が重要であることを示唆してい
る。こうした利用者・家族の中には，在宅生活の継続に
負担を感じている者が存在すると考えられる。そうした
入所者と家族の分離が長期化することにより，介護者役
割のより少ない家族生活が安定化し，入所者の在宅復帰
に対する阻害要因となる可能性もある。したがって、負
担感が増大しないように適時入所し，効果的・効率的に
入所目的を達成し，入所期間の長期化を防ぐことが必要
と考える。
　老健の取り組みでは（表３），入所者・家族の状況の
変化に応じたケアの見直しやモニタリング16）～18）を標準
的な在宅支援に含めていた。こうした在宅支援方法は，
入所者のADLの改善，認知症の重度化予防，健康状態
の改善，あるいは入所者・家族の意思決定に向けて取り
組みながら，入所者・家族の状況に即して，退所に関す
る意思決定の時機を逃さず，入所期間の長期化に伴う在
宅復帰の困難を防ぐ上で効果的・効率的な支援方法と考
えられた。
　以上のように，多職種連携の内容および家族との協力
は，老健の在宅支援機能の有効性・実現性を高めるため
の基盤として重要な因子といえる。しかし，多職種連携
の実態，その一環としての看護職の役割行動，家族の支
援ニーズおよび支援ニーズに対する在宅支援の取り組み
の効果に関する報告は少なく，今後の研究課題と考える。
　本研究は三菱財団助成による研究，文部科学省科学研究費補
助金基盤研究（C）（22592580）の一部として行なった。
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FACTORS AND APPROACHES RELATED TO HOME SUPPORT IN HEALTH FACILITIES FOR 
THE ELDERLY: A REVIEW OF LITERATURE BETWEEN 1987 AND 2010 IN JAPAN.
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 The purpose of this study was to examine factors and approaches related to home support in health facilities for 
the elderly based on a literature review, and clarify issues concerning improving home support.
 The Ichushi-Web was employed as a database between 1987 and 2010. We searched the database using “health 
facilities for the elderly”× (“return home”, “home support”, etc.) as keywords, involving original articles, reviews, and 
comments concerning the type of article. 
 As for factors, eleven articles were reviewed. They examined the characteristics of users and family caregivers, facil-
ity or region-related factors, and the use of in-home services. Factors facilitating the home return, which several articles 
reported, included residing at home before admission ,higher level of ADL or having no severe cognitive impairment in 
users, living with children, shorter period of admission, and periodical use of short-stay care. 
 Meanwhile, approaches in facilities were reported in six articles, consisting of five articles after 2000. In these fa-
cilities, 50-80% of subjects returned home. They clearly pointed out home support as a policy in facilities. Regarding 
approaches of home support, they pointed out trusting relationships and cooperation with the family, and team care; 
and detailed communication with the family, sharing of caring goals in various types of medical field and users’condi-
tions, and, in addition, a smooth shift to home care in coordination with home care services.
 Based on these studies and practices, it is necessary to managing both care for physical and mental condition of 
users and period of admission, and to discuss a model of interprofessional care for home care support including coordi-
nation with the family and home care services in health facilities for the elderly. 
